様式第１号

魅力ある農業経営体育成支援事業実施申請書


令和　年　月　日　


　新潟県知事　花 角　英 世　様
　（○○地域振興局経由）

住　　　　　所
                                  事業実施主体名
                                  代表者職氏名


魅力ある農業経営体育成支援事業を実施したいので、同事業実施要領第６の１の規定に基づき申請します。

記

添付資料
・様式第１号の別紙「魅力ある農業経営体育成支援事業実施計画」
・暴力団等の排除に関する誓約書
・その他の関連資料








様式第１号の別紙（実施計画、変更計画、実績報告）

魅力ある農業経営体育成支援事業実施（変更）計画（実績報告）

１　事業実施主体の概要
	ふりがな

	 

	①事業実施主体名
	

	②代表者　職名・氏名
	 

	 ③住所
	 〒
   

	 ④電話番号・ＦＡＸ番号
Ｅ-mail
	 電話：　　　　　　　　　　　FAX：
Ｅ-mail:

	⑤営農概要（作目・規模）
	

	 ⑥農業経営改善計画認定（予定）日
（青年等就農計画認定（予定）日）
	認定済（   　年　月　日）
	見込み（令和　年　月　日）

	⑦法人設立（予定）日
	設立済（   　年　月　日）
	見込み（令和　年　月　日）

	⑧組織変更（予定）日
	変更済（   　年　月　日）
	見込み（令和　年　月　日）

	⑨経営管理部門デジタル化
	対応済（   　年　月　日）
	見込み（令和　年　月　日）

	⑩就業規則
	作成済（   　年　月　日）
	見込み（令和　年　月　日）

	⑪人事評価制度
	作成済（   　年　月　日）
	見込み（令和　年　月　日）

	⑫新潟県農業経営・就農支援センターにおける重点支援対象者の認定
	認定済（   　年　月　日）
	見込み（令和　年　月　日）

	
	＜参考＞
専門家派遣依頼実績（　有り　・　無し　）※該当項目に○
【有りの場合、時期及び内容（主要な相談の抜粋で可）】






[bookmark: _Hlk167822566]   注) 事業実施年度に法人化を目指す場合、設立予定法人の内容を記載すること。











２　雇用に関する年次計画（実績）
　　（単位：人）
	
	新規雇用開始人数

	
	①常雇用※１
	②臨時雇用※２

	令和７年度（現状）
	
	

	令和８年度（計画（実績））
	
	

	令和９年度（計画）
	
	

	令和10年度（計画）
	
	

	令和11年度（目標）
	
	


注）計画：３月31日現在、実績：実績報告日現在
※１　農業経営のために、あらかじめ年間７ヶ月以上の雇用期間を定めて雇い入れた者
※２　日雇、季節雇など農業経営のために臨時的に雇い入れた者（各年度の実人数）


３　雇用の定着に関する年次計画（実績）
（単位：人）
	
	常雇用※１
	臨時雇用※２

	
	①経営体
雇用人数
合計
	②左記のうち
定着者数※３
	③経営体
雇用人数
合計
	④左記のうち
定着者数※４

	令和７年度（現状）
	
	
	
	

	令和８年度（計画（実績））
	
	
	
	

	令和９年度（計画）
	
	
	
	

	令和10年度（計画）
	
	
	
	

	令和11年度（目標）
	
	
	
	

	定着率※５
	
	
	
	


※１　農業経営のために、あらかじめ年間７ヶ月以上の雇用期間を定めて雇い入れた者
※２　日雇、季節雇など農業経営のために臨時的に雇い入れた者（各年度の実人数）
※３　同年の雇用人数計のうち翌年度も雇用契約を継続する見込みの人数
※４　前年度も雇用した者の人数
※５　直近の雇用人数計における定着者数　「＝②直近実績／①直近実績*100」及び「＝④直近実績／③直近実績*100」


４　就業環境等の課題と改善に向けた取組計画（実績）
（１）現状・課題（実施計画時）
	【記載事項】
・制度等を導入するに至った背景を踏まえて記載すること。







（２）持続的な経営の実践に向けた取組状況
	時期
	区分※１
	取組内容の例※２

	
	賃金

①
	労働条件
②
	労働安全
③
	人材育成
④
	業務負担
⑤
	

	実施計画時
	
	
	
	
	
	

	実績報告時
	
	
	
	
	
	


※１　実施区分欄に〇を記入
※２　取組内容の例示：①適正な報酬体系の構築、昇給制度の導入
②就業規則の導入・見直し
③作業手順書の作成、危険箇所の明示、ゴーグルや防護服の整備
④公平な評価制度の導入、人材育成計画の作成
⑤デジタル活用による事務の省力化

（３）改善等に向けた取組計画（実績）と期待される効果　　
	【記載事項】
・本事業及び本事業後に取り組む(取り組んだ)内容・スケジュールと期待される効果等を具体的に記載すること。
・なお、就業規則を作成・変更する場合は、労働基準監督署への届出（予定）日（常時10人以上の労働者を使用する事業実施主体のみ）及び従業員全員への周知（予定）日（書面・説明会等）を必ず記載すること。






５　事業内容
	区分
	内容

	事業の種類
（該当項目に○）
	経営体組織変更・経営管理部門デジタル化
就業規則作成　 人事評価制度導入　 人材採用・育成計画作成

	支援を依頼する専門家の概要
	・氏名：
・住所（市町村名）：
・所属、職名：
・新潟県農業経営・就農支援センターの登録の有無：
・資格、職歴、活動分野での実績等の概要：

	契約期間（予定）
	令和　年　月　 ～　 令和　年　月

	支援を依頼する
具体的な内容
	





６　事業費の内訳
    別添「事業費積算内訳書」のとおり


７  経費の配分                                                    　（単位：円）
	事業区分
	総事業費
	                負担区分               
	備考

	
	
	  県補助金   
	  自己負担  
	その他
	

	経営体組織変更・経営管理部門デジタル化
	
	
	
	
	

	就業規則作成支援
	
	
	
	
	

	人事評価制度導入支援
	
	
	
	
	

	人材採用・育成計画作成支援
	
	
	
	
	

	合　計
	
	
	
	
	




８　事業完了予定年月日（事業完了年月日）
    令和　　年　　月　　日


９　添付資料
（１）別添「事業費積算内訳表」
（２）見積書等、事業費の積算根拠の分かる資料
（３）農業経営改善計画認定書又は青年等就農計画認定書の写し、若しくは農業経営改善計画認定申請書又は青年等就農計画認定申請書の写し
（４）雇用状況の分かる書類
（５）依頼する専門家の資格証明書の写し又は指導実績が分かる資料
[新潟県農業経営・就農支援センターに登録のない専門家の場合のみ実施計画時]
（６）既存の電子マニュアル、就業規則、人事評価制度等の写し
[変更を行う場合のみ実施計画時]
（７）法人組織変更計画（公告、登記申請書含む）、電子マニュアル、就業規則、人事評価制度、人材採用・育成計画等成果品の写し
［実績報告時のみ］
（８）従業員全員に事業活用による成果物等が周知・説明されたこと等が確認できる書面
［実績報告時のみ］






様式第１号の別紙の別添
魅力ある農業経営体育成支援事業　事業費積算内訳表
	事業区分
	内容等
	算出基礎
	事業費
（円）
	県補助金
（円）

	















	
	
	
	

	消費税
	
	

	合　計
	
	


 ※必要により行数を調整すること。




様式第２号（交付決定前着手届）

令和　年　月　日　

　新潟県知事　花 角　英 世　様
　（○○地域振興局経由）

住　　　　　所
                                  事業実施主体名
                                  代表者職氏名


魅力ある農業経営体育成支援事業交付決定前着手届


　魅力ある農業経営体育成支援事業として下記事業を交付決定前に着手したいので、下記条件を了承の上、届出します。

記

１　条件
（１）交付決定を受けるまでの期間内に、不可抗力を含むあらゆる事由によって損失を生
      じた場合、当該損失は、事業実施主体が負担するものとすること。
（２）交付決定を受けた補助金額が交付申請額又は交付申請予定額に達しない場合におい
      ても異議がないこと。
（３）事業に着手後、交付決定を受けるまでの期間内において計画変更を行わないこと。


２　交付決定前着手をしようとする事業
	事業区分
	事業費
（円）
	着手予定
年月日
	完了予定
年月日

	
	
	
	

	
	
	
	

	合　計
	
	
	



３　交付決定前着手の理由




様式第３号（計画変更申請書）

魅力ある農業経営体育成支援事業計画変更申請書


令和　年　月　日


　新潟県知事　花 角　英 世　様
　（○○地域振興局経由）

住　　　　　所
                                  事業実施主体名
                                  代表者職氏名


令和　年　月　日付け経普第   号で採択された魅力ある農業経営体育成支援事業の事業計画を変更したいので、同事業実施要領第８の規定に基づき申請します。

記

添付資料
・様式第１号の別紙「魅力ある農業経営体育成支援事業変更計画」
　※ 事業実施計画書は、認定された計画の変更箇所について、変更前を括弧書きで上段に、変更後を下段に記載すること。
　

















様式第４号（実績報告書）

魅力ある農業経営体育成支援事業実績報告書


令和　年　月　日　


　新潟県知事　花 角　英 世　様
　（○○地域振興局経由）

住　　　　　所
                                  事業実施主体名
                                  代表者職氏名


魅力ある農業経営体育成支援事業の実績について、同事業実施要領第10の１の規定に基づき報告します。

記

添付資料
・様式第１号の別紙「魅力ある農業経営体育成支援事業実績報告」
[bookmark: _Hlk167726974]　・様式第５号の別紙２「満足度調査報告（事業完了前）」
※下線部については、事業完了前に実施したものを添付すること。



様式第５号（実施状況報告書）

魅力ある農業経営体育成支援事業実施状況報告書

令和　年　月　日　

　新潟県知事　花 角　英 世　様
　（○○地域振興局経由）

住　　　　　所
                                  事業実施主体名
                                  代表者職氏名

魅力ある農業経営体育成支援事業の実施状況について、同事業実施要領第10の２の規定に基づき報告します。

記


添付資料
・様式第５号の別紙１「魅力ある農業経営体育成支援事業実施状況報告」
・様式第５号の別紙２「満足度調査報告（事業完了後）」





















様式第５号の別紙１（実施状況報告）

魅力ある農業経営体育成支援事業実施状況報告


１　事業実施主体の概要
	ふりがな

	 

	①事業実施主体名
	

	②代表者　職名・氏名
	 

	 ③住所
	 〒
   

	 ④電話番号・ＦＡＸ番号
Ｅ-mail
	 電話：　　　　　　　　　　　FAX：
Ｅ-mail:

	⑤営農概要（作目・規模）
	

	 ⑥農業経営改善計画認定（予定）日
（青年等就農計画認定（予定）日）
	認定済（   　年　月　日）
	見込み（令和　年　月　日）

	⑦法人設立（予定）日
	設立済（   　年　月　日）
	見込み（令和　年　月　日）

	⑧組織変更（予定）日
	変更済（   　年　月　日）
	見込み（令和　年　月　日）

	⑨経営管理部門デジタル化
	対応済（   　年　月　日）
	見込み（令和　年　月　日）

	⑩就業規則
	作成済（   　年　月　日）
	見込み（令和　年　月　日）

	⑪人事評価制度
	作成済（   　年　月　日）
	見込み（令和　年　月　日）

	⑫新潟県農業経営・就農支援センターにおける重点支援対象者の認定
	認定済（   　年　月　日）
	見込み（令和　年　月　日）

	
	＜参考＞
専門家派遣依頼実績（　有り　・　無し　）※該当項目に○
【有りの場合、時期及び内容（主要な相談の抜粋で可）】






   注) 事業実施年度に法人化を目指す場合、設立予定法人の内容を記載すること。










２　事業実施主体の雇用の確保に関する年次計画（実績）
　　（単位：人）
	
	新規雇用人数

	
	①常雇用※１
	②臨時雇用※２

	令和７年度（現状）
	
	

	令和８年度（計画（実績））
	
	

	令和９年度（計画）
	
	

	令和10年度（計画）
	
	

	令和11年度（目標）
	
	


注）計画：３月31日現在、実績：実績報告日現在
※１　農業経営のために、あらかじめ年間７ヶ月以上の雇用期間を定めて雇い入れた者
※２　日雇、季節雇など農業経営のために臨時的に雇い入れた者（各年度の実人数）


３　事業実施主体の雇用の定着に関する年次計画（実績）
（単位：人）
	
	常雇用※１
	臨時雇用※２

	
	①経営体
雇用人数
合計
	②左記のうち
定着者数※３
	③経営体
雇用人数
合計
	④左記のうち
定着者数※４

	令和７年度（現状）
	
	
	
	

	令和８年度（計画（実績））
	
	
	
	

	令和９年度（計画）
	
	
	
	

	令和10年度（計画）
	
	
	
	

	令和11年度（目標）
	
	
	
	

	定着率※５
	
	
	
	


※１　農業経営のために、あらかじめ年間７ヶ月以上の雇用期間を定めて雇い入れた者
※２　日雇、季節雇など農業経営のために臨時的に雇い入れた者（各年度の実人数）
※３　同年の雇用人数計のうち翌年度も雇用契約を継続する見込みの人数
※４　前年度も雇用した者の人数
※５　直近の雇用人数計における定着者数　「＝②直近実績／①直近実績*100」及び「＝④直近実績／③直近実績*100」


４　事業実施年度の取組実績と目標達成等に向けた事業実施後の取組計画・実績
（１）事業実施年度の取組概要
	








（２）持続的な経営の実践に向けた取組状況
	時期
	区分※１
	取組内容の例※２

	
	賃金

①
	労働条件
②
	労働安全
③
	人材育成
④
	業務負担
⑤
	

	実績報告時
	
	
	
	
	
	

	実施状況
報告時
	
	
	
	
	
	


※１　実施区分欄に〇を記入
※２　取組内容の例示：①適正な報酬体系の構築、昇給制度の導入
②就業規則の導入・見直し
③作業手順書の作成、危険箇所の明示、ゴーグルや防護服の整備
④公平な評価制度の導入、人材育成計画の作成
⑤デジタル活用による事務の省力化

（３）目標達成や課題解決に向けた取組実績、残る課題（実績報告時（前年度実施状況報告時））　　
	










（４）目標達成や課題解決に向けた取組実績、残る課題（実施状況報告時）　　
	










